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「年収の壁とは」 
配偶者の扶養に⼊っている従業員は、⼀定の年収を超えると扶養を外れ⾃ら保険料を払うこととなり、 
⼿取りが減ることから、働く時間を調整する者が多く、いわゆる「年収の壁」と呼ばれています。 

 
 
 
 
 
 
 
  年収の壁を意識せず働くことが出来る環境づくりを⽀援するために、政府はキャリアアップ助成⾦ 

「社会保険適⽤時処遇改善コース」を新設する他、事業主の証明による被扶養配偶者認定の円滑化等を 
早急に開始するとの発表がありました。詳細未定ですが、現在発表されている内容をまとめました。 

 
１．【106 万円の壁への対応】＜助成⾦＞ 

 

■キャリアアップ助成⾦ 社会保険適⽤時処遇改善コースを新設 
⼿取りが減らない⽔準まで賃上げや労働時間の延⻑を⾏う企業に対し、従業員 1 ⼈当たり最⼤で 50 万円を 
助成します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【号外】 政府発表 「年収の壁」対策 

＞＞＞ 2023.10 【号外】 

【年収の壁】 

①「106 万円の壁」→雇⽤保険、健康保険の保険料を⽀払わなければならない 

②「130 万円の壁」→配偶者の健康保険・厚⽣年⾦保険の被扶養者から外れ、 

          ⾃分で加⼊しなければならない 

(１)⼿当等⽀給メニュー(⼿当等により収⼊を増加させる場合) 
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１年⽬に(１)の取組による助成(２０万円)を受けた後、 
２年⽬に(２)の取組による助成(３０万円)を受けることが可能 

 
■社会保険適⽤促進⼿当とは  

パート・アルバイト等の短時間労働者を被⽤者保険適⽤させた事により、⼿取りが減らないように事業主が 
⽀給することができる⼿当です。「社会保険適⽤促進⼿当」として給与・賞与とは別に⽀給します。 
新たに発⽣した本⼈負担分の保険料相当額を上限として、社会保険料の算定の基礎となる標準報酬⽉額・ 
標準賞与額の算定対象としません。標準報酬⽉額 10.4 万円以下の者が対象となり、最⼤２年間の措置と 
なります。 

 
２．【１３０万円の壁への対応】＜特例措置＞ 
 
被扶養者認定基準(130 万円)の被扶養者認定に当たり、⼀時的な収⼊の増加で 130 万円を上回る場合、 
事業主の証明を添付することで迅速な認定を可能とする対応が検討されています。 
年収が 130 万円を超えても扶養にとどまれるようにするため、事業主が⼀時的な収⼊増だと証明し、 
健康保険組合などが個別に判断する仕組みが取り⼊れられる予定です。⼿続きのための書類作成も簡素にし、
事業主らの負担軽減につなげます。 
「⼀時的な事情」として認定を⾏うため、同⼀⼈物につき被扶養者認定の今回の特例的な措置については 
連続 2 回までとなります。 

 
３．今後について 

 
これらの対策は当⾯の措置とし、２０２５年の年⾦制度改⾰までのつなぎ措置となります。「年収の壁」に 
ついての抜本的な解決策は検討されているところです。本制度についての詳細はお問い合わせ下さい。 

  
  ≪参考≫厚⽣労働省 「年収の壁」対策 発表資料 
  こちらの URL からダウンロード可能です 
   https://dtbn.jp/ngyPLyWR  

(２)労働時間延⻑メニュー(労働時間延⻑を組み合わせる場合) 

(３)併⽤メニュー 


